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1 地区内の不燃化が進んでおり、火災が発生しても地区内に大規模な延焼の恐れがなく、広域的な避
難を要しない区域。東京都震災対策条例（昭和 46 年東京都条例第 121 号）に基づき指定されている。 
2 地震調査研究推進本部、2004 年８月 
3 埼玉県入間郡名栗村から東京都青梅市、立川市を経て府中市の約 33km に至る活断層 
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4 北千住駅（足立区）、新宿駅（新宿区）、池袋駅（豊島区）、渋谷駅（渋谷区）、上野駅（台東区）、
品川駅（港区）、蒲田駅（大田区）及び八王子駅（八王子市） 
5 内閣府「経済月例報告等に関する関係閣僚会議資料」2011 年５月 
6 中央防災会議民間と市場の力を活かした防災力向上に関する専門調査会「民間と市場の力を活かし
た防災戦略の基本的提言」2004 年８月 
7 2011 年４月 15 日付朝日新聞朝刊記事、2011 年４月７日付日本経済新聞朝刊記事 
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8 災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 42 条に定める市町村地域防災計画 
9 2011 年９月 20 日、国の関係省庁、首都圏の地方公共団体、交通事業者、経済団体、各業界団体等
33 団体の参加を得て設立（座長：原田保夫内閣府政策統括官及び猪瀬直樹東京都副知事）、「一斉
帰宅抑制の基本方針」は、11 月 22 日開催の第２回協議会で合意された。なお、帰宅困難者について
は、東京都が「滞在地から住居までの距離が 10 ㎞までは徒歩での帰宅可能、20 ㎞以上である場合に
は帰宅不可能、10 ㎞から 20 ㎞までの間は、１㎞遠くなるごとに 10％の帰宅不能者が増加する」と定
義している。 
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員数は約 31 万人と新宿区全体の従業員数約 60 万人の半数以上を占めている。また、東
京都商業統計調査報告（2007 年）によると、地域内の小売事業所の年間商品販売額は
9,853 億円であり、都内商業集積地の年間商品販売額の順位では、一位が新宿駅東口
（5,155 億円）、二位が銀座地域（4,833 億円）、三位が新宿駅西口（3,994 億円）と新宿
駅周辺地域が上位を占めている。さらに、筆者が推計した地域内総生産推計額では、新





もとに根本が PPP に応用したもの。ペストフは中央の逆三角形を association（非
営利・非政府・公式）と呼んでいる。日本では、この領域の担い手が少ないため
に、上記の政府と市場の契約によるガバナンスが主に発展した。 
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項 目 概要（区域内データ/新宿区全域データ）〔出所〕 
区域面積 2.34ｋ㎡/18.23ｋ㎡〔1998 年国土地理院全国都道府県市町村別面積調〕 
人  口 18,043 人/283,819 人〔2011 年１月 1日新宿区住民基本台帳〕 
従業者数 317,061 人/606,026 人〔2008 年度東京都事業所・企業統計調査報告〕 
建物棟数 3,774 棟/49,847 棟〔新宿区の土地利用 2008〕 
事業所数 12,953 所/34,297 所〔2006 年度東京都事業所・企業統計調査報告〕 













地域内総生産額 推計額：7兆 7,193 億円/14 兆 7,597 億円（東京都 99 兆 9,072 億円）   
（出所）筆者作成 
 ※地域内総生産額については、東京都「平成 21 年度都民経済計算報告書」（2011 年 11 月）の経済活動別都内生
産額・実質：連鎖方式（平成 18 年）に基づき、総務省「区市町村、町丁目、産業大分類別事業所数及び従業
者数」を使用して、新宿区従業者数/都内従業者数で按分して推計した。 
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２ 新宿駅周辺地域の防災対策の取組み 
内閣府中央防災会議及び東京都の被害想定では、冬の夕方６時に関東大震災時と同じ
風速毎秒 15m という条件の下、東京湾北部を震源とするマグニチュード 7.3 の地震が
発生した場合、都内全域で、死者 6,413人、負傷者 160,860人（うち重傷者 24,501人）、


























                                                  
13 中央防災会議「首都直下地震対策専門調査会報告書」(2005 年７月)、東京都防災会議「首都直下
地震による東京都の被害想定」（2006 年３月） 
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2011 年８月 24 日
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（District Continuity Plan：DCP）である。 
 
























                                                  
17 2004 年に大手・丸の内町会、有楽町町会及び内幸町町会を母体に企業の共助という考え方に基づ
き、地区内企業の有志が集まり、都心の安全安心のあり方を考え実現していくために設立された組織 
18 対象面積約 120ha、就業人口 29 万人、立地事業所約 4,000 社 
19 国土交通省「大手町・丸の内・有楽町地区モデル事業検討委員会報告書」2004 年 10 月 
20 2011 年 10 月 11 日（財）防災都市研究所におけるヒアリングによる。 
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表３ DCP の４つの条件 





規  模 複数街区～小学校区程度の規模を持つ業務商業地を対象とする。 



































9.  災害時要援護者対応 
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が約 4万 5千円と、通信の臨時回復（約 4万円）、冷暖房臨時回復（約 3万 9千円）及



































                                                  
22 医療業務地区 DCP 施設連携構想検討委員会（委員長：砂土原聡横浜国立大学大学院教授）「医療業
務地区 DCP 施設連携構想検討業務について（最終報告）」2011 年３月 
東洋大学 PPP研究センター紀要 No.2 2012 
 






























                                                  
23 都市再生本部都市再生の推進に係る有識者ボード第２回防災ＷＧ資料「大丸有地区の防災に対する
取り組み」、2011 年 11 月７日 
24 区域面積 12ha、就業人口：２万人、居住者：２千人、来街者：年間 4,300 万人 
25 森ビル㈱ホームページ http://www.mori.co.jp/ 
26 2011 年 5 月 19 日産経ニュース記事 
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森ビル㈱が 2011 年４月に調査した、東京 23 区のオフィスニーズに関する調査におい




これらの事例からもわかるように、DCP の取組みは、個々の企業の BCP の限界を補
完し、災害時の業務・機能維持や早期復旧能力の向上、安全・安心という側面からビジ
ネスセンターとしての魅力と地域価値を高め、投資に対する不確実性を解消するなどエ
                                                  


























































































































                                                  
30東日本大震災復興対策本部「東日本大震災からの復興の基本方針」2011 年７月 29 日、5.復興施策  
31都市再生本部都市再生の推進に係る有識者ボード、2011 年９月７日 
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